
I. は じ め に

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では，

農業用ため池堤体の損傷が数多く確認された。震災後

2年が経過した現在においても数多くの施設において

補修・改修が続けられている。日本全国のため池総数

は約21 万カ所との報告1)もあり，施設規模・数ともに

膨大である。今後想定される大規模地震への戦略的保

全管理を考慮した場合，東日本大震災において被災し

た施設の復旧過程について詳細な検討を加えること

は，技術的課題を明確にするために有効であると考え

られる。

筆者らは，東日本大震災で被災したため池施設につ

いて損傷状況の実態調査を行うとともに，損傷ため池

堤体の物性評価を試みている2)〜4)。

本報では，東日本大震災により被災したため池施設

の実態調査結果を概説した後に，被災した2カ所のた

め池堤体について常時微動計測による詳細調査を試み

た結果を報告する。常時微動計測は，損傷時と改修後

を比較し，スペクトルデータから復旧効果を定性評価

することを試みた。検討結果を踏まえて老朽化が進行

した農業用ため池堤体に対する戦略的保全管理への非

破壊計測の有効性と課題を考察する。

II. 地震動によるため池堤体の被災特性

本研究では地震災害に伴い被災したため池堤体の常

時微動計測を実施する前提として，東日本大震災で被

災した群馬県および茨城県内の 20 カ所の既存施設の

損傷状況を踏査した。

検討の結果，主な被災状況は，堤頂部における堤軸

方向に発達したひび割れ損傷（写真-1），法面の沈下

・すべり（写真-2）および堤体部に施工された波返工

などコンクリート二次製品の崩壊（写真-3）が確認さ

れた。同様の傾向は，宮本ら2)により行われた東日本

大震災で被災した 143 カ所のため池施設の調査結果
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報 文

写真-1 堤頂部において堤軸方向に発達したひび割れ

写真-2 法面の沈下およびすべり破壊

写真-3 A池上流部波返工の崩壊状況（東日本大震災後）



においても報告されている。これらの損傷は，堤体構

造や築造年，使用材料の影響を受けて地震損傷が顕在

化したものと推察される。

本調査では，調査施設の中で最も堤軸方向にひび割

れ損傷が顕在化していたA池およびB池の堤体部を

対象に常時微動計測を実施した。

III. 常時微動を用いたひび割れ損傷堤体の復

旧効果の定性評価

1. 計測施設

常時微動計測は被災直後の損傷時と改修後に行い，

復旧効果の定性評価を試みた。復旧状況の概要を写真

-4に示す。

計測対象は，前述のとおり農業用ため池であるA

池と B 池である。堤体構造は中心コア型アースダム

である。A池は1933 年に築造され，堤高 19.7 m，総

貯水量 128.3 万 tである。東日本大震災後，堤頂部に

おいて堤軸方向に進展したひび割れが顕在化した（写

真-1，A池）。B池は1950 年に築造され，堤高 18 m，

総貯水量 128.3 万 t（A池と同一）である。東日本大

震災以後の損傷状況は，A池と同様に，堤頂部におい

てひび割れ損傷が顕在化した。両池とも復旧に先立ち

3 次元比抵抗電気探査による被災状況調査が行われ，

表層から約 2mまでの範囲で緩みが確認された2)。被

災後の改修工事は，A池，B池ともに損傷部位の除去

と再盛土が行われた。

2. 計測・解析方法

計測には3軸微振動検出器（昭和測機社製）を用い

た。サンプリングレートは 100Hzである。計測時間

は1カ所当たり11min/回とし，明らかに環境ノイズ

の検出されていない計測時間を対象に解析を実施し

た。計測点は，堤頂部：5 点（No.1〜5，50m 間隔）

と堤体最下部：1点（No.6）の計 6 点である。計測方

位は xyz-3 方向である。計測軸は，堤軸方向：x，堤軸

直角方向：yおよび堤体鉛直方向：zとした。ひび割れ

損傷が顕在化していた計測点は，No.2〜4 であり，

No.1，5（堤頂部）およびNo.6（堤体最下部）ではひ

び割れ損傷などの変状は確認されなかった。

評価パラメータは H/Vスペクトル比5),6)を用いた。

H/Vスペクトル比は，同一計測点での水平方向の揺

れと鉛直方向の揺れの比をとることで求められる。既

往の研究により，これらのパラメータから振動特性で

ある卓越周波数や地盤での揺れがどのように構造物に

伝わるのかを表す伝達関数が求められることが明らか

にされている5),7)。本研究では被災したため池堤体を

対象に計測を行い，改修前後のパラメータの変化から

復旧効果を評価した。

3. 結果および考察

計測した時刻歴データの一例を図-1〜3に示す。環

境ノイズの確認されない計測条件では，図-1に示す

安定した時刻歴データが検出された。本計測における

環境ノイズの主な原因は，自動車走行であると考えら

れ，自動車通過時の常時微動の乱れを図-2 に示す。
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写真-4 計測施設の復旧状況

図-1 時刻歴データ（A池，No.1）

図-2 環境ノイズが頻発している時刻歴データ

（B池，No.1）

図-3 建設機械が駆動している場合の時刻歴データ

（A池，No.1）



本検討では，1計測に解析を3区間設定した。図-2は

その一例であり，3区間（1-1〜1-3）中に環境ノイズ

を内在するものとそれ以外とがあることがわかる。な

お，本検討では，常時微動計測を主に夜間（午前0〜4

時）を中心に行った（図-1，2）。堤体の復旧作業中に

計測した場合，これらの時刻歴データとは異なり，建

設機械などに起因するノイズが検出されるものと考え

られる。本計測で検出した一例を図-3に示す。

時刻歴データから H/Vスペクトル比を算出し，被

災後の復旧効果を定性的に評価した。各計測点では，

同一地点で複数回（3〜5 回）の計測を実施し，H/Vス

ペクトル比のピーク周波数に関する平均値と標準偏差

を算出した。検討結果を図-4および図-5に示す。そ

の結果，A池堤体，B池堤体ともに標準偏差 2.5より

も大きくかつ平均ピーク周波数が 5Hzよりも大きく

なる範囲（図-4，5：グレー部位）に損傷が顕在化した

部位（No.2〜4 改修前）での評価値が確認された。改

修後の H/Vスペクトル比が改修前と比較して標準偏

差および平均ピーク周波数をともに低下させたことか

ら，常時微動パラメータを用いることにより，復旧効

果やその逆である被災度を定性評価することが可能に

なるものと考えられる。

このことから，農業用ため池堤体の地震動に対する

戦略的保全管理へ常時微動計測を導入した場合，健全

時（または復旧後）と被災時の評価値を比較検討する

ことにより，復旧効果ないし被災度を検討できるもの

と考えられる。その際，3次元比抵抗電気探査のよう

に大規模かつ詳細な調査と常時微動計測のような簡便

調査を適切に組み合わせることにより，管理者に必要

な既存施設の物性値を効果的に得ることができるもの

と考えられる。

IV. 老朽化ため池施設での非破壊計測の有効

性と課題

損傷を有するため池堤体の非破壊計測技術は，弾性

波や電磁波を利用した検討が進められている。農業農

村工学分野における既往の研究を概観すると，小林ら

は比抵抗電気探査を用いて老朽ため池の漏水領域の特

定と改修効果を定量的に評価し，その有効性を確認し

ている8)。この他に電磁レーダ法9)や弾性波法10)，常時

微動5)などが適用され有効性と課題が明らかにされて

いる。

農業用ため池の構造的特徴は，コンクリート水利施

設と比較して，土質材料やコンクリート二次製品な

ど，より多くの建設材料が構造設計に基づき用いられ

ている点にある。コンクリート構造物へ非破壊検査を

適用する場合，限られた範囲のコンクリートと鉄筋の

物性値を考慮すればよいが，ため池堤体では材料物性

の不均一性や施設規模を十分に考慮する必要がある。

このような観点からも既往の研究において用いられて

いる電気探査や弾性波法，振動計測は，ため池構造に

対して有効な非破壊計測技術であると考えられる。本

報は，その中でも常時微動計測をため池堤体に適用

し，H/Vスペクトル比を用いた復旧効果の定性評価

から，その有効性を確認したものであると考えられ

る。同様の検討は，斎藤ら11)により香川県の老朽ため

池を対象に実施されており H/Vスペクトル比の有効

性が本報同様，確認されている。

V. ま と め

本報では，東日本大震災で被災したため池施設を対

象に被災実態を概説した後に，被災施設の復旧過程に

おいて試みた常時微動計測結果を報告した。検討結果

を以下に要約する。

1） 東日本大震災で被災した 20 カ所のため池施設

を目視調査した結果，堤体上部にひび割れ損傷が

顕在化していた。ひび割れ損傷以外には，法面の

沈下やコンクリート二次製品で構築された付帯施

設の崩壊が確認された。
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図-4 H/Vスペクトル比（A池堤体，H：Y方向）

図-5 H/Vスペクトル比（B池堤体，H：Y方向）



2） 堤体上部のひび割れ損傷が顕在化した2施設に

ついて常時微動計測を実施した。H/Vスペクト

ル比を算出した結果，被災直後と復旧工事後では

評価値が相違し，復旧に伴うピーク周波数の標準

偏差と平均値の低下を確認した。

3） 地震災害により被災したため池施設の被災や改

修効果の定性評価には，本検討で用いた常時微動

計測などの非破壊検査法が有効であるが，効率的

かつ効果的な物性値評価には計測方法の特徴を踏

まえた選定が必要である。
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